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主 文

１ 被告は，原告に対し，金２８５万７７７９円及びこれに対する平成１７年１

１月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 原告のその余の請求を棄却する。

３ 訴訟費用は被告の負担とする。

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告は，原告に対し，金２８５万８９４９円及びこれに対する平成１７年１

１月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

１ 本件は，被告から３００万円の貸付けを受けた原告が，被告に対し，利息制

限法及び約定遅延損害金利率（遅延損害金の約定利率は利息制限法の範囲内）

に沿って弁済を充当計算した結果生じた過払金の返還を求めている事案である。

２ これに対し，被告は，原告から支払のために交付されていた別紙手形目録記

載の約束手形２通を取り立てて合計３１０万円の弁済を受けたことは認めるも

のの，それ以外に弁済は受けていないと反論している。

第３ 当事者の主張

１ 請求原因

(1) 本件消費貸借契約の締結

ア 被告は，平成１７年７月５日，原告に対し，弁済期を平成１７年８月３

日，遅延損害金を日歩３銭（年１０．９５パーセント）と定めて，３００

万円を貸し付けた（以下，この消費貸借契約を「本件消費貸借契約」とい

う。）。

イ 被告は，本件消費貸借契約を締結する際，弁済期までの利息（一部）と

して２０万円を天引きした。
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(2) 約束手形の取立て

ア 原告は，平成１７年７月５日，被告に対し，本件消費貸借契約に基づく

債務を担保するため，別紙手形目録記載の約束手形２通を交付した。

イ 被告は，同目録１記載の約束手形を取り立て，平成１７年９月３０日，

２００万円の支払を受けた。

ウ 甲府地方裁判所は，本件訴えが提起された後である平成１７年１０月２

１日，同目録２記載の手形について，手形金の取立て等を禁ずる旨の仮処

分を発令し，この決定は，同月２３日，被告に送達された。

エ しかしながら，被告は，同目録２記載の約束手形を取り立て，平成１７

年１０月３１日，１１０万円の支払を受けた。

(3) 現金による弁済

原告は，被告に対し，本件消費貸借契約に基づく債務につき，次のとおり

弁済した。

ア 平成１７年８月４日 １８万円

イ 平成１７年８月５日 ９万円

ウ 平成１７年８月８日 ９万円

エ 平成１７年８月１０日 ４５万円

オ 平成１７年８月２６日 １８０万円

(4) 充当計算

上記(1)イの天引利息並びに上記(2)及び(3)の各弁済を利息制限法及び約

定遅延損害金利率に沿って充当計算すると，別紙計算書１のとおり，平成１

７年１０月３１日現在において，２８５万８９４９円の過払いとなる。

(5) まとめ

よって，原告は，被告に対し，不当利得による利得金返還請求権に基づき，

過払金２８５万８９４９円及びこれに対する訴えの変更申立書の送達の日の

翌日である平成１７年１１月１５日から支払済みまで民法所定の年５分の割
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合による遅延損害金の支払を求める。

２ 請求原因に対する認否

(1) 請求原因(1)アの事実は認める。同イの事実は否認する。

(2)ア 請求原因(2)の事実は認める。

イ ただし，被告は，仮処分決定を無視したのではなく，約束手形の取立委

任を解除しなくとも，仮処分決定によって当然に約束手形は取り立てられ

ないと考えていた。

(3)ア 請求原因(3)の事実は否認する。

イ 原告は，被告による再三の督促にもかかわらず，本件消費貸借契約によ

る債務につき，全く弁済しなかった。被告は，本件消費貸借契約による債

務につき，別紙手形目録記載の各約束手形を取り立てて回収した３１０万

円以外に，全く弁済を受けていない。

(4) 請求原因(4)の主張は争う。

第４ 当裁判所の判断

１ 請求原因(1)（本件消費貸借契約の締結）について

(1) 請求原因(1)アの事実は当事者間に争いがなく，証拠（甲７，原告本人）

及び弁論の全趣旨によると，同イの事実，すなわち，被告が，本件消費貸借

契約の締結に際し，弁済期までの利息（一部）として２０万円を天引きした

事実を認めることができる。

(2) この点，被告は，その本人尋問において，利息は天引きしていないなどと

供述し，その陳述書である乙１号証にも同旨の記載があるが，この供述及び

陳述書の記載は，にわかに信用することができない（その理由は，下記４に

おいて詳述するとおりである。）。

２ 請求原因(2)（約束手形の取立て）について

請求原因(2)の事実は当事者間に争いがない。

３ 請求原因(3)（現金による弁済）について
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証拠（甲３，４，７ないし１０，１１の１ないし３，甲１２，原告本人）及

び弁論の全趣旨によると，請求原因(3)の事実，すなわち，原告が，被告に対

し，本件消費貸借契約による債務の弁済として，次のとおり合計２６１万円を

支払った事実を認めることができる。

(1) 平成１７年８月４日 １８万円

(2) 平成１７年８月５日 ９万円

(3) 平成１７年８月８日 ９万円

(4) 平成１７年８月１０日 ４５万円

(5) 平成１７年８月２６日 １８０万円

４ 被告の供述等の信用性について

(1) 被告は，その本人尋問において，「利息は天引きしていない。本件約束手

形によって弁済を受けた以外に，原告から弁済を受けていない。」などと上

記１，３の認定に反する旨の供述をし，その陳述書である乙１号証にも同旨

の記載がある。

(2) そこで，被告の上記供述等の信用性について検討するに，証拠（甲８（原

告と被告の会話を録音した記録の反訳書写し），原告本人，被告本人（一

部））及び弁論の全趣旨によると，① 原告，原告の妻，被告及びその他数

名が，平成１７年８月３０日，本件消費貸借契約に基づく債務の弁済につい

て話合いを持ったこと，② 被告は，その冒頭で，原告から，その時点にお

ける弁済額である２６１万円の弁済（請求原因(3)の弁済）について言及さ

れたこと，③ ２６１万円の弁済について言及された被告は，当初，単に，

「おれは元金はもらってないよ。」（甲８の１頁１２行目），「おれは元金

はもらってないよ。元金はもらってません。」（同１４行目），「元金は一

つももらっていない。だから，金は元金というものは一つももらっていな

い。」（同２頁９行目）と反論するのみであったにもかかわらず，原告らか

ら更に詰問されると，次第に興奮し，「おたくがそこまで言うんならば，お
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れは一切もらっていない。」（同３頁１２行目），「返してあるんだったら

証拠を見せなさい。どこに幾らおれがもらったの。それを見せればいいじゃ

ん。」（同３０行目），「払ったって言うんだったらその証拠を見せなさい。

今からね，ああだこうだ揉めるときにはそういうものを出さなきゃいけない

んだから。」（同５頁２９行目），（原告の妻から弁済の証拠として電話の

着信履歴について言及され）「そんな話どこに出しても屁にもならないの。

それが法律でしょ。」（同７頁１８行目）と述べるに至ったことを認めるこ

とができる。

被告は，その本人尋問において，この時点においては，再三の督促にもか

かわらず，原告から全く弁済を受けていなかったと供述するが，このときの

被告の上記態度は，本当に全く弁済を受けていない者の態度と理解するのは

困難である。すなわち，本当に，被告が，上記話合いの時点において，全く

弁済を受けていなかったのならば，原告から突然２６１万円も弁済したと言

い寄られれば，被告は，即座にそれを否定したり，真意を問いただしたり，

驚いたり，立腹したりするのが通常の反応であると考えられるが，被告の上

記態度は，そのような反応とはほど遠いといわざるを得ない。むしろ，被告

の上記態度は，弁済について領収書等がないことを奇貨として，単に白を切

っている態度と解するのが自然である。この話合いにおける被告の上記態度

などにかんがみると，被告の上記供述及び陳述書の記載は，利息を天引きし

ていないという点についても，弁済を受けていないという点についても全く

信用することができないといわざるを得ない。

(3) また，被告が上記話合いの中で言及しているように，請求原因(3)の２６

１万円の弁済については，領収書等の証拠が存在しないが，正規の貸金業者

でない者による高利の貸付けにおいては，取引当事者の力関係などから，し

ばしば領収書等が発行されないことがあることは当裁判所に顕著である。し

たがって，２６１万円の弁済につき領収書等が存在しないことのみをもって，
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上記３の認定を覆すことはできない。他に，上記３の認定を覆すに足りる証

拠はない。

５ 請求原因(4)（充当計算）について

(1) 上記１ないし３の事実を前提とすると，本件消費貸借契約における原告の

弁済等を利息制限法及び約定遅延損害金利率（日歩３銭（年１０．９５パー

セント））に沿って充当計算すると，別紙計算書２のとおり，平成１７年１

０月３１日の時点において，２８５万７７７９円の過払いとなる。

(2) なお，原告は，２０万円の天引利息の計算に際し，平成１７年７月５日か

ら同年８月３日までの２９日間で計算しているが（別紙計算書１参照），消

費賃借における利息は，元本利用の対価であり，借主は元本を受け取った日

からこれを利用しうるのであるから，特約のないかぎり，消費賃借成立の日

から利息を支払うべき義務があるものというべきである（最高裁昭和３３年

６月６日判決・民集１２巻９号１３７３頁参照）。そうすると，本件消費貸

借契約の締結日である平成１７年７月５日から弁済期である同年８月３日ま

での利息制限法に沿った利息は，３０日間で計算すべきであり（３０日間の

利息は，３万４５２０円となる。），本件消費貸借契約における平成１７年

８月４日到来時の残元本は，別紙計算書２のとおり，２８３万４５２０円

（＝３００万円－（２０万円－３万４５２０円））となる。

６ 結論

以上によると，原告の請求は，被告に対し，不当利得による利得金返還請求

権に基づき，過払金２８５万７７７９円及びこれに対する訴え変更の申立書送

達の日の翌日である平成１７年１１月１５日から支払済みまで民法所定年５分

の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから，この限度で認

容し，その余の請求は理由がないから棄却すべきである。よって，訴訟費用の

負担につき民事訴訟法６１条及び６４条ただし書を，仮執行の宣言につき同法

２５９条１項をそれぞれ適用して，主文のとおり判決する。
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甲 府 地 方 裁 判 所 民 事 部

裁 判 官 岩 井 一 真


